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※下記の内容は、2016年 10月 1日現在施行されている法律に基づいています。 

1. 企画業務型の場合 

 企画業務型について定める労働基準法 38条の 4は、第 1項 2号において、対象労働者について、

「対象業務を適切に遂行するための知識、経験等を有する労働者」と明示している。 

 そして、指針（平 11.12.27 労告 149）は、「対象業務を適切に遂行するための知識、経験等を有す

る労働者」の範囲については、対象業務ごとに異なり得るものであるから、対象労働者となり得るも

のの範囲を特定するために必要な職務経験年数、職能資格等の具体的な基準を明らかにすることが必

要であるとしている。 

 さらに、同指針は、客観的にみて対象業務を適切に遂行するための知識、経験等を有しない労働者

を対象業務に就かせても、労働時間のみなしの効果は生じないとしている。そして、例えば、大学の

学部を卒業した労働者であってまったく職務経験がないものは、客観的にみて対象労働者に該当し得

ず、少なくとも 3年ないし 5年程度の職務経験を経た上で、対象業務を適切に遂行するための知識、

経験等を有する労働者であるかどうかの判断の対象となり得る者であることに留意することが必要

であるとしている。 

 以上のとおり、まったく職務経験のない新卒入社者は、客観的にみて対象労働者に該当しないから、

企画業務型を適用することはできない。 

 

2. 専門業務型の場合 

 専門業務型も、企画業務型と同様に、業務の遂行の方法を大幅に労働者に委ねるものであるから、

使用者から具体的な指示を受けて業務を遂行しなくてはならないような労働者には、専門業務型を適

用することはできない。 

 この点、通達（昭 63. 3.14 基発 150、平 12. 1. 1 基発 1） でも、数人でプロジェクトチーム

を組んで開発業務を行っている場合で、チーフの管理の下に業務遂行や時間配分を行っているケース

や、プロジェクト内に業務に付随する雑用、清掃等のみを行う労働者がいるケースについて、いずれ

も専門業務型裁量労働制に該当しないとしている。 

 また、専ら他人の具体的指示に基づく裁量権のないプログラミング等を行う者または創作されたソ

フトウェアに基づき単に CD－ROM等の製品の製造を行う者は、「ゲーム用ソフトウェアの創作の業

務」（平 9. 2.14 労告 7号の 4） には含まれない（平 14. 2.13 基発 0213002）。 

 専門業務型の対象業務には様々な種類があるので一概にはいえないが、新卒入社者が仮に専門業務

に関する知識があったとしても、上司等の具体的指示がない限り業務を遂行することができないよう

な場合は、専門業務型を適用することはできない。 

 

 

詳細は会員コーナーで閲覧してください。 


